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Ⅰ 鳥取県経済成長戦略のこれまで 
  ～何を成し、何が課題として残されているのか～ 

これまでの「鳥取県経済成長戦略」は、リーマンショック以降低迷が続く平成２２年に策

定し、県経済の持続可能な成長に向け、１０年間で県内総生産（実質ＧＤＰ）プラス７００

億円を目標に、その時々の経済情勢の変化を踏ま

え、２度の改訂を経ながら推進してきました。 

大手製造業の再編等の中、戦略的企業誘致や県内

企業の経営革新支援、インバウンド誘客、バイオ関

連産業など新たな産業の萌芽に向けた取組などを

通じ、経済・雇用指標ともに回復基調に転じ、目標

達成に向けて順調に推移してきたところです。 

このような中、各種取組の成果も相まって、本県基幹産業でもある製造業は従来からの基

幹分野「電子部品・デバイス」「電気機械」に加え、豊かな自然資源を背景にした「食品」

や成長産業である「自動車」「医

療機器」「航空機」分野等が成長

し、製造業における多軸型の産業

構造が形成されつつあります。さ

らに、非製造業を含め、シェア１

０％程度の産業が複数存在する

など、経済・社会情勢の変動にし

なやかに対応できる産業構造へ

と変遷を遂げてきました。 

なお、第４次産業革命の実装に向けた支援体制の構築や成長分野の専門人材育成プロジ

ェクトなど次世代成長分野に対応するための取組にも着手する一方で、県内企業のデジタ

ル化（ＩＴ人材の不足)、雇用のミスマッチ、経営層の高齢化、全国水準と乖離が大きい労

働生産性の向上など課題も残されています。 

更に、令和２年１月以降続く新型コロナウイルス感染症の影響拡大は、国内外経済・雇用

情勢に甚大な影響を与えており、右肩上がりの成長曲線を描いてきた各種経済・雇用指標も、

今後大きく下振れする可能性があります。  
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2010(H22～H32) 鳥取県経済成長戦略 

  ⇒策定目的：『一人あたりの県民所得向上』 『新規雇用創出』 

    目標数値：実質 GDP＋７００億円（H22 比） 

2013(H25～H32) 鳥取県経済再生成長戦略 

  ⇒生産ピラミッドが崩壊した県内製造業の再生を図るために改訂 

2018(H30～H32) 鳥取県経済成長創造戦略 

  ⇒新たな成長創造に向け、分野横断的に取り組むテーマを設定 
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１．県内企業の成長応援と戦略的な企業誘致 
 

①戦略的企業誘致の展開 

企業立地関連補助金や雇用奨励金制度等を通じて１０年間で８５社の県外企業誘致が実

現しました。自動車・医療機器・航空機の成長３分野をはじめ、事務系センター、「まんが」

や「食」など本県の特徴に関連したコンテンツ産業や食品製造業の企業誘致のほか、中山間

地域において、小規模ながら将来性のある企業の事務所（里山オフィス）や研究開発拠点（小

規模ラボ等）の開設支援に取り組んできました。 

②県内企業の新増設に対する支援強化 

県内企業に対する設備投資支援を通じ、１０年間で３００件に迫る県内企業が新増設に

取り組むとともに、競争力ある独自技術を活用し市場獲得を目指す企業への積極的支援の

ほか、地域経済を牽引する中核的な企業の成長拡大に向け、支援を実施してきました。 

③県版経営革新支援制度の創設・推進 

平成２４年度に県独自の経営革新支援制度を創設し、県内事業者の新たなチャレンジに

よる売上拡大や生産性向上などによる経営革新を支援（経営革新認定件数：１，９０４件(平

成２４年～令和元年)）してきました。また、令和元年７月には、外部環境の変化等を踏ま

え、企業の生産性向上・働き方改革・技術革新等への挑戦を原動力に、本県経済の発展を牽

引するため、企業の成長や事業展開の段階に応じた「鳥取県産業成長応援補助金」を創設し、

支援強化を図っています。 

 

 製造品出荷額は着実に増加。直近値で大手企業の再編等の影響が出る以前の平成２２年水準ま

で回復目前。【Ｈ２２：８，４２８億円→Ｈ２５：６，５５３億円→Ｈ３０：８，０５５億円】 

 有効求人倍率もＨ２７年頃から１倍台を回復。その後も上昇し、業種によっては人手不足の課

題も顕在化。【Ｈ２１．６：０．４５→Ｈ２５：０．８５→Ｒ元：１．７１】 

※令和２年５月以降、新型コロナ感染症拡大の影響もあり低下 

 装置型産業を主体とした企業立地は、製造品出荷額の押し上げに大きく寄与したが、今後の成

長が見込まれるソフトウェア関連の企業立地促進に際し、ＩＴ人材等の専門人材不足が一つの

課題となっている。 

 県版経営革新支援制度による取組等により、本県の労働生産性は向上し、対全国比で見ても改

善傾向にあるものの、その差は小さくなく、さらなる経営革新を進めていく必要がある。 

残された課題 

残された課題 
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２．新たな産業の萌芽と需要獲得の強化 
 

①とっとりバイオフロンティアを拠点としたバイオ関連産業の推進 

平成２３年に開設した産学官共同研究拠点「とっとりバイオフロンティア」を中心に大学

発ベンチャー企業等によるバイオ関連産業の研究開発や事業化支援により、医薬品開発に

向けた研究が進展しています。また、平成３０年には技術実証と創薬事業化を目指した研究

開発実証拠点「とっとり創薬実証センター」が開設され、創薬実用化に向けた大手製薬会社

との共同研究が進展しつつあるなど、バイオ関連産業の集積は着実に進んでいます。 

②成長分野への事業転換支援 

戦略的推進分野でもある、医療機器、次世代自動車等に関し、公益財団法人鳥取県産業

振興機構（以下「産業振興機構」という。）において研究会・支援チームを設置したほ

か、地方独立行政法人鳥取県産業技術センター（以下「産業技術センター」という。）と

も連携の上、技術開発・製品化・販路開拓等の支援を展開し、多くの企業が成長分野への

事業転換を遂げてきました。 

③グローバル化の進展 

積極的な国際航空路線の誘致やプロモーションに加え、受入環境整備支援や体験型プロ

グラムの開発支援、ＤＭＯ（観光地域づくり法人）設立など、官民一体なった取組の展開

を通じて県内のインバウンド需要は着実に増加してきました。また、とっとり国際ビジネ

スセンター（産業振興機構）、独立行政法人日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）等の貿易支

援機関や、ロシア及びタイの現地拠点等によるビジネスマッチングのサポートなどによ

り、食品や機械関連等、海外展開に取り組む県内企業は着実に増加してきました。 

 

 県内製造業は、電気機械関連産業への一極集中から、自動車分野への企業参入が大きく進むなど、

多軸型の産業構造に転換しつつあるが、県内産業の持続的成長に向け、世界的に進む脱炭素化の

動向などを踏まえ、ＥＶをはじめとしたグリーン産業分野の取込みが求められる。 

 バイオ関連産業に関し、創薬支援ツールの製品化やバイオ関連企業との業務提携、大手商社によ

る出資など事業化に向けた動きが活発化。また、県内バイオベンチャー企業による雇用も拡大し

つつあるが、今後、さらなる事業展開の裾野拡大や、具体的な創薬上市の動きが望まれる。 

 医療機器参入企業数が７４社(令和元年度末)にのぼるなど、県内企業の成長分野進出が進みつつ

あるが、デジタル医療や感染症関連など、新たなメディカル需要への対応も今後必要。 

 海外展開を目指す県内企業が増加した(国際取引実績がある企業数(Ｈ２６)７２社⇒(Ｒ元)１１

１社(鳥取県調査))ほか、訪日外国人宿泊者数が８年間で６倍に増加するなど、グローバル化によ

る成長を取り込んできたものの、直近ではコロナ禍の影響を強く受けており、感染症の状況を踏

まえながら、今後の立て直しを図っていくことが必要。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

残された課題 
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３．第４次産業革命への対応 
 
①先端技術実装に向けた体制構築 

平成２９年度に設立した「とっとりＩｏＴ推進ラボ」には９８企業・団体が参画し（令

和２年末時点）、製造業・エネルギー・農業など様々な分野における先端技術の開発・実

証に向けた取組が進みつつあります。また、令和２年１月にはＳｏｃｉｅｔｙ５．０社会

の実現に向け、官民連携組織「鳥取県Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０推進本部」を設置したところ

であり、先端技術活用による社会システム改革に向けた体制が整えられたところです。 

②学生から企業内人材まで、専門人材の育成 
国立大学法人鳥取大学（以下「鳥取大学」という。）を拠点にした産学官連携による企

業向け人材育成プログラムの実行のほか、県内学術機関と連携した小・中・高校毎の教材

開発などが進みつつあります。 

また、業界団体と連携した在職者研修、戦略産業雇用創造プロジェクトなどによる求職

者向けＩＣＴ人材育成事業や、ものづくり現場の高度熟練技能とＡＩ・ＩｏＴ活用の知識 

・スキルを兼ね備える人材育成を目指したキャリアアップ体系「ＭＯＮＯＺＵＫＵＲＩエ

キスパート」の構築など、企業内専門人材育成に向けた取組も進みつつあります。 

③各分野における実装の進展 

産業技術センターは令和元年１２月に「ＡＩ ･ＩｏＴロボット実装支援拠点（とっとり

ロボットハブ）」を開設し、製造工程を自動化・ロボット化する際の検証やロボットＳＩ

ｅｒ（ロボットシステムインテグレーター、以下「ＳＩｅｒ」という。）育成など、県内

企業向けの技術支援・人材育成に着手しました。また、産業振興機構は先端技術導入を牽

引する企業内中核人材等の育成に向けた「ＡＩ ･ＩｏＴ専門家育成スクール」を開設する

など、支援機関による県内企業の先端技術実装支援体制が強化されつつあります。 

 

 「とっとりＩｏＴ推進ラボ」への参画企業数が年々増加(Ｈ２９：７８団体⇒Ｒ２：９８団体)

するなど、県内企業の先端技術活用に対する意識が高まりつつあるが、さらなる実装促進とス

マート工場や先進的なＡＩ・ＩｏＴサービスなどのモデルとなる取組創出により、本県の潜在

成長率を高めていくことが必要。 

 「とっとりロボットハブ」や「ＭＯＮＯＺＵＫＵＲＩエキスパート」による人材育成について

実践的な企業内人材の育成や専門高校などと連携した体系的な人材育成など、さらなる進化が

求められる。 

 各種取組の継続により、県内産業の生産性は向上しつつあるが、県内サービス業においては、

他産業に比べ大きく下回っているのが現状であり、ＩＴを活用する側の人材育成をはじめとし

た、強力なデジタル化の推進などによる生産性向上が求められる。 

 県内産業活動のＤＸ推進には、内部の人材育成だけでは限界もあり、オープンイノベーション

や専門的技術・ノウハウを有する副業・兼業人材など効果的に活用していく視点も重要。 

 

 

 
 
 
 

残された課題 
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４．人材育成と雇用創造 
 
①正規雇用創出の取組 

リーマンショックや大手企業再編等によって失われた雇用の場の創出に向けて、雇用創

造 1万人プロジェクト（平成２３年～２６年）や正規雇用 1万人チャレンジ（平成２７年～

３０年）などに取り組むとともに、積極的な企業誘致等を通じて新たな雇用を創造してきま

した。 

②成長分野を担う専門人材の育成 

国の職業能力開発総合大学校（以下「職業大」という。）の一部機能移転実現によって、

平成３０年４月に開所した高度訓練開発室を拠点として、県内企業との協働による成長３

分野「自動車」「医療機器」「航空機」分野の職業訓練コース・教材開発に着手しています。

また、成長分野の一つ観光産業の人材育成強化に向け、令和元年度に鳥取県産業人材育成セ

ンター米子校に観光人材養成科を開設しました。さらに、「戦略産業雇用創造プロジェクト

(平成２５年～３０年)」による製造業やＩＣＴ産業の技術人材育成、「地域活性化雇用創造

プロジェクト (平成２９年～)」による観光・食・健康（令和２年４月から自動車・情報分

野を追加）など成長力と雇用吸収力の高い産業分野での企業経営力強化と正規雇用拡大を

支援してきました。 

③若年者・女性・シニア等の就労機会拡大 

産業界と連携した鳥取県未来人材育成奨学金（奨学金返還助成）の拡充や、学生・企業の

ニーズに応じたオーダーメイド型インターンシップの導入などを通じ、県内外の若者の県

内就職を積極的に支援してきました。また、平成３０年度に全県展開した県立ハローワーク

による就職相談から職業紹介までの一貫した支援、女性やシニア層の相談コーナーの設置

を通じ、多様な人材と企業の効果的なマッチングを展開してきました。さらに、平成３０年

度には「とっとり働き方改革支援センター」を開設し、県内企業の「働きやすい職場づくり」

と「生産性向上」を両輪とした「働き方改革」の具体的な取組支援を推進しています。 

 

 雇用創造 1万人プロジェクト(雇用創出１２，６３０人)、正規雇用 1万人チャレンジ(正規雇

用創出１３，３８２人)による雇用創造などによって、有効求人倍率も平成２７年頃を契機と

して１倍台（Ｒ元:１．７１）を回復。また、専門技術者の雇用創出数が４００人を超えるな

ど成果は出つつあるものの、高度技能・技術人材の育成・確保ニーズはなお高い状況にある。 

 なお、少子高齢化による全国的な人手不足が顕著になるとともに、県内において求職・求人の

職種における雇用のミスマッチが恒常的となっている。 

 さらに、女性の有業率は増加しＭ字カーブは解消されつつあるものの、正規雇用率は２０代後

半をピークに出産期以降に低下し続けるＬ字カーブが見られるなど、多様な人材の多様な働き

方の一層の促進など課題が残されている。 

 

残された課題 


